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類型指定の基本的な考え方について 

 

 前回（平成 21 年）の類型指定の見直し、平成 15 年の新規の類型指定にあたってのそれぞれ基本

的な考え方と、水域の利用目的や水質汚濁の状況等の事情の変化を踏まえて、今回の類型指定にあ

たっての基本的な考え方について検討する。 
 

１ 生活環境の保全等に関する項目（ｐＨ、ＢＯＤ、ＤＯ、ＳＳ、大腸菌群数）に係る類型指定の 

基本的な考え方 
 

（１）前回（平成 21 年）の見直しにおける基本的な考え方 
 

・府内の河川をより魅力あるものとするため、魚が棲めるような良好な水質を目指すという観

点から「全水域Ｃ類型以上」を目指す。 

・府内の河川は６水系に大別され、類型指定の検討にあたっては各水系の特性を考慮する必要

があることから、各水系の「目指すべき類型」を表１に示すとおりとする。 
 

表１ 前回（平成 21 年）の見直しにおける各水系で目指すべき類型 

水系 目指すべき類型 

淀川水系 
淀川下流(1)が水道３級相当の上水道水源として利用されていることから、Ｂ類型

以上を目標とすることが適当。 

神崎川 
水系 

神崎川の支川 神崎川がＢ類型に指定されていることから、Ｂ類型以上を目標とすることが適当。 

猪名川上流の
支川 

既に全てＡ類型に指定されている。 

寝屋川水系 

都市域を流下する水域であり、水質の状況等を踏まえて現在はＤ類型に指定され

ている。しかしながら、寝屋川中流部等の一部の水域では親水性に配慮した事業

なども実施されているほか、全般的に身近な河川への注目度も高まってきている

ことから、魚の生息に良好とされる類型（Ｃ類型以上）を目標とすることが適当。 

大阪市内河川 

全ての流域が都市域である河川であり、護岸等の河川の形態や利用目的からはＣ

類型が適当と考えられる水域である。しかしながら、大阪市内河川の流域は既に

下水道もほぼ 100％整備されているほか、近年は水の回廊といわれる部分を中心と

して、都市域の潤いの場等としての注目度も高まっている。また、12 水域のうち、

大川等５水域については、既に、都市域の潤いの場としての利用に十分対応した

Ｂ類型になっている。これらを考慮すると、現状においては底質や護岸など、親

水性には乏しい状況にある区間もあるものの全水域ともＢ類型を目標とすること

が望ましい。 

大和川 
水系 

石川とその支
川 

石川が「水産２級相当」に適応しているとされるＢ類型に指定されていることか

ら、全ての水域がＢ類型以上を目標とすることが適当。 

西除川 
東除川 

都市域を流下する水域であり、現状の水質の状況等を踏まえ、現在はそれぞれＣ

類型、Ｄ類型に指定されている。しかしながら、府民の身近な河川への関心を高

めるためにも、魚の生息に良好とされる類型（Ｃ類型以上）を目標とすることが

適当。 

泉州 
諸河川 

樫井川以北の
河川 

いずれも中流・下流域が市街地化した河川であるが、他の流域と比べて生活排水

対策の進捗が遅れているため、現状水質の状況等から上流部や支川を除き、現在

はＤまたはＥ類型に指定されている。しかしながら、これらの河川についても近

年は、身近な河川としての注目度も高まりつつあることから、より良い水質を目

指して、上流部及び支川はＢ類型以上、下流部は魚の生息に良好とされる類型（Ｃ

類型以上）を目標とすべき。 

男里川以南の
河川 

全て既にＡ類型に指定されている。 
 

 

資料 ２ 



- 2 - 

・検討にあたっては、これまでと同様に、河川の代表的な汚濁指標であるＢＯＤの状況に主眼

を置いて検討を行う。 
 

・類型については、近年の水質状況等をもとに、今後概ね５年間の目標となる類型・達成期間

を示すように指定する。 
 
・現在既にＣ類型以上の水域については、各水域の特徴や近年の水質状況等を考慮し、必要に

応じてより上位の類型に改定する。 
   

具体的には、 

①  現在、ＤまたはＥ類型の水域 

Ｃ類型以上への改定を目指して、近年の水質状況（上位類型の達成状況、年平均値の推移など）

を考慮しつつ、できるだけ上位の類型への改定または達成期間（イ～ハ）の見直しを行う。 

②-１ 当該水域の「目指すべき類型」に合致していない水域 

近年の水質状況を考慮しつつ、より適した類型への改定や達成期間へ見直しを行う。 

②-２ 当該水域の「目指すべき類型」に合致している水域 

現状水質の保全上、上位類型に改定することが望ましいと考えられる水域については、上位

類型に改定する。 

 

（２）これまでの新規の類型指定の考え方 

   新規の類型指定については、生活環境に及ぼす影響が大きく、規模の大きな河川から順に行

ってきており、平成４年からは、流路延長５ｋｍ、流域面積 10ｋｍ2以上もしくはそれと同等と

考えられる河川を基本として類型指定の検討を行っている。 

直近に新規類型当てはめを行った平成 15年においても、上記の規模の河川を基本として、利

用目的や水質の現況、発生源の状況、将来の開発予定などを考慮して検討し、７河川水域（流

路延長 2,175m～10,440m）を新たに類型指定している。 

 

（３）今回の類型指定にあたっての基本的な考え方（案） 
 
（検討する項目について） 

・ｐＨ、ＤＯ、ＳＳ、大腸菌群数の環境基準超過の状況は資料１に示すとおりである。ｐＨにつ

いては光合成の影響を、ＤＯについては河川構造の影響を、ＳＳについては上流における工事

などの影響を、それぞれ大きく受けている。また、大腸菌群数については、国の検討会におい

ては、指標性に乏しいとの指摘がなされている。このため、これらの項目は、類型指定にあた

って検討する項目とはせず、引き続き個別に水質の状況を監視していくべきものと考えられる。 

・以上のことから、ＢＯＤ等５項目に係る類型指定の検討にあたっては、これまでと同様に、河

川の代表的な汚濁指標であるＢＯＤの状況に主眼を置く。 

 

（各水系で目指すべき類型について） 

・府内の河川をより魅力あるものとするため、前回見直し時と同様に、「全水域Ｃ類型以上」を目

指すこととする。 

・類型指定の検討にあたっては各水系の特性を考慮する必要があることから、前回と同様に、各

水系が「目指すべき類型」を設定する。 
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・「目指すべき類型」については、資料１に示すとおり、前回以降、水系別にみた水道、水産、農

業用水等の利水の状況に変化はなく、河川環境の活用や保全の取組が活発に行われており、水

系別にみた取組の方向性に変化は見られないことから、前回設定した類型（表１）のとおりと

する。 

 

（各河川水域の類型の検討について） 

・「目指すべき類型」を踏まえ、近年の水質状況等をもとに、今後概ね５年間の目標となる類型・

達成期間を示すものとなることを基本とし、次に示す方針で検討するものとする。 
 

①  ＤまたはＥ類型の水域 

・Ｃ類型以上への改定を目指し、近年の水質状況（上位類型の達成状況、年平均値の推移など）

を考慮しつつ、できるだけ、上位の類型への改定や達成期間の見直しを検討する。 
 

②  Ｃ類型以上の水域で、当該水系の「目指すべき類型」に合致していない水域 

・近年の水質状況を考慮しつつ、「目指すべき類型」への改定に向け、上位の類型への改定や達成

期間の見直しを検討する。 
 

③  Ｃ類型以上の水域で、当該水系の「目指すべき類型」に合致している水域 

・ 平成 23 年に策定した「大阪 21 世紀の新環境総合計画」においては、2020 年までに、ＢＯ

Ｄ３mg/L 以下（Ｂ類型の基準値）を満たす河川の割合を８割にするとしている。この目標の

達成に向け、上位類型に改定することが望ましいと考えられる水域については、Ｂ類型以上に

改定することを検討する。 

・ 平成 26 年度にＡ類型の環境基準達成率が 100％となったことを踏まえ、Ａ類型の水域であ

って、ＡＡ類型の水質を十分に満たし、自然探勝の場としての利用がなされている水域につ

いては、ＡＡ類型に改定することを検討する。 

 

（新規の類型指定について） 

 ・新規の類型指定については、これまでと同様に、流路延長５ｋｍ、流域面積 10ｋｍ2以上もしく

はそれと同等と考えられる河川を基本とし、利用目的や水質の現況、発生源の状況、将来の開

発予定などを考慮して検討する。 

 

２ 水生生物の保全に関する３項目に係る類型指定の基本的な考え方 
 

（１）類型指定時（平成 21 年）における基本的な考え方 
 

① 流域に豊かな自然環境を有し、かつ水質が非常に良好であることから、冷水性の魚種や府域で

絶滅が危惧される魚種が生息している可能性のある水域については、以下の条件を総合的に考

慮し、「生物Ａ」に指定する。 

ア 上流域が山間部であるなど、自然が豊かな流域を持つこと。 

イ ＢＯＤがＡ類型の環境基準に十分に適合していること。 

ウ 冷水性の魚種やカジカ、アジメドジョウ、ナガレホトケドジョウなど希少種の

生息する可能性があると考えられること。 

エ 冷水性の魚種についての漁業権が設定されていること。 
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② ①以外の水域で、ＢＯＤ等５項目に係る指定類型がＣ類型以上となる水域を「生物Ｂ」に指定

する。 

 

（２）今回の類型指定にあたっての基本的な考え方（案） 

・生物Ａに相当する魚種が確認されている河川水域については、(１)－①で示されているアから

エのいずれかの条件に該当しており、新たに追加・変更すべき条件はないと考えられる。 

・生物Ｂについては、生物の生息に適した水質であるＣ類型以上の水域に設定するという(１)－

②の考え方が妥当と考えられる。 

・以上のことから、（１）の考え方にしたがって、検討を行うものとする。 


